音更町中小企業者等新チャレンジ補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、町内中小企業者等がエネルギー価格・物価高騰の影響等といった外部環境の変化に対応するために実施する販路開拓、業務効率化（生産性向上）の取組等の創意工夫による新たな取組を支援するため、音更町中小企業者等新チャレンジ補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、音更町補助金等交付規則（平成１８年音更町規則第１２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）中小企業者等　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規定する中小企業者又は同条第５項に規定する小規模企業者をいう。
（２）支援機関　音更町商工会をいう。
　（実施主体）
第３条　補助金を交付する事業の実施主体は、町とする。ただし、町長は、支援機関にその事務の一部を行わせることができる。
（補助金の交付対象者）
第４条　補助金の交付対象者は、町内に事務所若しくは店舗を有し、又は町内に住所を有する者で町外に事務所若しくは店舗を有し、事業（日本標準産業分類における中分類中の宗教並びに小分類中の経済団体及び政治団体に係るものを除く。）を営んでいる中小企業者等で、次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）申請日現在において、事業実態がある法人又は個人であって、補助金の受給後も引き続き事業を継続する意思があるもの
（２）次のいずれにも該当しない者
　　ア　農林業者　
イ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる者
ウ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員の利用等をしたと認められる者
エ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められる者
オ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者
　　カ　市町村税（国民健康保険税を除く。）を滞納している者（町税等の滞納者に対する行政サービスの制限に関する要綱（平成２１年４月１日制定）第３条に該当する者その他町長が特に認める者を除く。）
キ　その他町長が適当でないと認める者
（補助対象事業等）
第５条　補助金の交付の対象となる事業及び経費は、別表のとおりとする。
（補助金の額等）
第６条　補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の金額（この額に１,０００円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てた額とする。)とし、１事業者当たり３０万円を限度とする。
２　この補助金は、交付対象者につき各年度１回限り交付するものとする。ただし、町長が特に必要と認めたときはこの限りでない。
（交付の申請）
第７条　補助金の申請をしようとする者は、音更町中小企業者等新チャレンジ補助金交付申請書（別記第１号様式。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて支援機関に提出しなければならない。
（１）補助事業計画書（別記第２号様式）
（２）誓約書兼同意書（別記第３号様式）
（３）その他町長が必要と認める書類
　（補助金の申請期限等）
第８条　申請書の受付開始日及び申請の期限については、町長が別に定めるものとする。
　（交付の決定等）
第９条　支援機関は、前条に規定する申請がなされた場合であって、当該申請書類に不備があるときは補正し、不備がないと認めたときは速やかに町に提出するものとする。
２　町長は、支援機関から前項の書類を受理したときは、当該内容を審査し、補助金を交付すべきと認めたときは速やかに音更町中小企業者等新チャレンジ補助金交付決定通知書（別記第４号様式）により通知するものとし、交付すべきでないと認めたときは音更町中小企業者等新チャレンジ補助金不交付決定通知書（別記第５号様式）により通知するものとする。
３　町長は、補助金の交付に関し交付申請者が納付状況等を税務当局に調査依頼することに同意があったときは、公簿等の必要な書類を閲覧し、その内容を記録するなど、必要な調査を行うことができる。
　（補助対象事業の着手）
第１０条　補助対象事業の着手は、前条の補助金の交付決定の通知を受けて行うものとする。
　（実績報告）
第１１条　前条の補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助事業が完了したときは、その日から２０日以内又はこの補助金の交付決定を受けた日の属する年度の２月２０日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類を添えて支援機関に提出しなければならない。
（１）音更町中小企業者等新チャレンジ補助金実績報告書（別記第６号様式）
（２）補助対象経費に係る領収書等の写し
（３）その他町長が必要と認める書類　
　（交付額の確定）
第１２条　支援機関は、前条の実績報告書を受理した場合であって、当該報告書に不備があるときは補正し、不備がないと認めたときは速やかに町に提出するものとする。
２　町長は、支援機関から前項の書類を受理したときは、当該内容を審査し、及び必要に応じて現地調査を実施し、交付すべきと認めたときは補助金の額を確定し、音更町中小企業者等新チャレンジ補助金交付額確定通知書（別記第７号様式）により交付決定者に通知するものとする。また、交付すべきでないと認めたときはその旨を補助対象事業者に通知するものとする。
　（補助金の返還）
第１３条　町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の全部又は一部を返還させることができる。
（１）偽りその他不正の手段により、補助金の交付の決定を受けたとき。
（２）補助金を他の用途に使用したとき。
（３）補助金の交付の決定の内容、これに付した条件その他法令等又はこれに基づく町長の処分に違反したとき。
（４）前各号に掲げるもののほか、町長が補助金を交付することが適当でないと認めるとき。
２　前項の規定は、補助金の額の確定があった後においても適用する。
　（委任）
第１３条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、令和６年５月１３日から施行する。
　（この要綱の失効）
２　この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。
３　この要綱の失効前に申請を行った補助金については、この要綱は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。
別表（第５条関係）
	補助対象事業
	補助対象経費

	中小企業者等が支援機関の助言を受けて実施する、販路開拓、業務効率化（生産性向上）の取組等

	補助対象事業の実施に要する次に掲げる経費
（１）機械装置等費
（２）広報費
（３）展示会等出店費
（４）新商品開発費
（５）旅費
（６）雑役務費
（７）その他補助対象事業の実施に必要な経費と町長が認めるもの

	補助対象とならない経費

	共通事項
（１）店舗等の一般的な改修、既存機器の修繕等
（２）人件費、家賃、光熱水費、通信費等の固定的経費
（３）自社内の取引によるもの
（４）リース商品
（５）その他町長が不適当と認めるもの


備考　この要綱による補助金は、他の補助事業の補助金と併用することはできない。
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